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新技術普及率の経済分析

日本におけるコンピュータの普及を中心に

李斌

神戸大学

日本においては、コンビュータ産業(犠絵挺)

コンビュータを導入寸る産業{需要拠)に関する

る研究は盈んに行われたが、

まだ少ない。本論文では、イ

ノベーションの普及率の分析手法を用いて、コンビュータの需要慌の状読について

分較を試みる。ここでは、コンピュータ投機を戦後最大のイノベーシ羽ンであると

認識して、その普及の状説及び普及の主な霊長響要図について分析を行う。普及の過

程については、 1950年代末から1980年央後半にかけるお年間の関に、 8本の第 2次

としての12農業における汎用コンピぷ…タの普及状況及び、普及の迷変を計

測して、その議事及の加速類、転換期及ぴ飽和識を明らかにする。普及の要因につい

ては、導入滋業におけるコンピュータ導入と最も繁密に潤連していると考えられる

4つの婆凶(賃金水準の変化、コンピュータ導入の著者用、嘉照者数の変化及び産業

とコンピュ…タ導入速震との関連

説明する。

1. はじめに

して、普及速疫の産業聞の遊異を

新技需の普及は先進器にとっても、発震途上岡にとっても非常に重要な意義を持

っと考えられるが、普及現象そのものについて辻、次のようを諸問題がまだ理らか

になっているとはいえなし迎。第 1に辻、新技術普及のアブ。ローチについて、すなわ

ち、薪技捕の導入者はどのように増加してくるかという問題。第 2に、普及速度の

計測について、すなわち、新技捕は種類、年千芝、導入者によって普及の速度が異な

ることが経験Cよってわかっているけれども、で辻どのように計算したらよいかと

いう開題。第 3，之、薪技指普及の促進要罰と甑害要因にiまどのようなものが考えら

れるかという問題、である。以上のような問題を考慮、するために本稿で、は一つの新
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あるコンピュータを取りよげ、その普及形態と影響要因に関する

析を行うことによって、新技術の普及に闘する研究の一つを提供しようとするもの

である。

コンゼュータは戦後に生まれた最大の技檎革新として、経済社会に与える影響と

その利潟の広範さから、越の技指とはよと較できないほどの薪技密である。このよう

な広範に初期擁護がある新技績の菩及影態と害事及の影響要患を究明することができ

れ誌、 ;二関する研究が一麗充実するものと思われる。一方、

ら見ると、日本の産業におけるコンゼュータ iますで、iこ成熟段暗に入ったとい

えるので、その過程を顧みることによって、その普及形態を正確に把握することも

可能であろう。

ところで、コンビュータに関する研究はこれまで数多くの研究の蓄積があるけれ

ども、しかしながら、その研究の大部分は供給側の分析に集中しており、コン

ビュータ

策などを中心

コンどュータ

に立って、その産業の腰史、

されてきたc これに対して、

持設、

将来分軒、あるいは育成政

に践する研究、すなわち、

立関する研究はまだ少ない

といえよう。これも本稿がコンビュータ技衝を分析対象にする理由の一つである。

以下の内容は次の通りである。まず次節では新技輸事事及の主要理論を形成する

Mansfieldたちによって三五張される S字型の新技術の議事及形態が、日本における

コンピュータ

ンビュータ

をどの程度説明できるかを分析し、そして、各産業におけるコ

を求めることにする c ただし、本稿でコンビュータ利用の実

態を全面的に捕らえることはできないので、ここで辻羽本の主要産業、特に製造業

を中心iこしてコンゼュータ普及の実態を分摂することにしたい。第 3範では、日本

の産業iこおけるコンピュータ普及に彰響を及設すとまiわれるいくつかの要因につい

て、実託研究を行う。最後グコ第 4箆では、本稿での分析の饗約と残された課題につ

いて述べる。

2. コンビュータの普及形態に関する実証研究

2.1 先行研究じついて

新技術普及ぷ関する 理論経済学にお汁る分析と つにカテゴリーで

畏関されてきたといえる c その研究の中で、最も費やが持た札ためは普及務慧につ

いてである。技争持菩2えの進撃菱は導入者行動の速さによって決まってくるといえるが、
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閏 1 導入者の分布鈎線と操積分布曲線

日 おけるコンピュ…タの普及の実態を計測するために、ここでは、 を

後鈎点

O 

湾要書

経験的証拠によれば、いったん新技指が鰐発されると、そ紅ぞれの企業がそれを

入する速度は異なるとはいえ、大部分の場合、導入者の分布は正規型になると考え

られる。さらに、各年度北対してこれらの新技補導入者数を累積して留に搭くと、

図 1に示されるような 3曲線に合る c
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デノレの研究i立、これまでほとんどすべて実証分析に碁づいて

(1969)であり、

によれば、新技術の普及過程はロジスティック

ことができることが考えられた。その代表的な研究は Mansfield

そのモデルに基づいて行うことにする G

曲繰
.，. .，. 
<...附. <...縛

2.2 普汲曲線の計測

中心とする

2. 

分析の対象とする。それらは、 l.拡業・

(146社); 3.食料品・飲料・飼料・

(266社); 

(330社); 4.繊維・衣膿製造業(313社); 5. 化学工業(445社); 6. 

設噂ブム (83社); 7恥鉄鋼・非鉄金属・金属製品製造業(470社); 8. 

(499社); 9. 電気議械製造業(358社); 10. 

(218投); 11.その銭製造業(374社); 12. 電力・ガス (27社)、である G われわ

いるこれらのデータ泣g本経誇経堂学芸青究舜によるずコンぜュ…タ

である。

を行うために、まず毎年の導入者数の変化惑と

し、その変fと率をグラフに撞くことにする。そのことによって、

におけるコンピュータの現実の普及形態を亘観的に表すことができる。
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の普及形態がS強繰モデルで、説明できるかどうかを検証するために、現実の号事及静

態のシミュレ…ションを行うことにする。この分析を議じて、各産業におけるコン

ビュータ普及の速度を反映する指標としての普及率も算出することができる c ここ

で、導入者数の変化率は次のように計算される。 1990年の企業数を飽和水準

食業数が100%に遣した水準、つまりサンプ/レ数〉として、若手企業の最初の導入年度

を謂べることによって、毎年の各議識におけるコンゼュータの導入者数を整理する。

導入者数の難聴は次のような原則口基づいて行われる。号ある企業がいったん「導

入者J に記入されると、その後にその企業はコンピュータの機種変更を両面繰り

しでも、新規導入者とはみなさない。③サンプル企業の本社、その企業に所賎し

部門と工場の導入時期がそれぞれ異なった場合、 も早いものだけを導

入者に記入する。@各産業における続規参入と退出のことを考えない。サンプ/レ企

業i立中規模企業以上であって、参入、退出の数は無視できるほど少ないカで、 j替在

導入者数は一定であると飯定する。④導入の異体的な方j去を関わない。言い換えれ

、買い取り、レンタ/レ、 1)ースなどの方法をすべて とみなす。

数を考えない。すなわち、コンピュータ 1台しか導入しなかった企業と多数導入し

た企業とは間一規Lて、ただ導入者として記入する o

以上わようにして

おけるコンゼュータ

その変化率を

て、 1959-1989年間の各年度に

した各産業の企業数を讃べ、産業譲に毎年の導入者数と

表 l られる o

表 lの結果に基づいて、農業篠に初出年度から蔽熟年度までの累積導入者数が計

される G さらに、各産業の最終年度の累輔導入企業数をベースとして、各年度の

導入企業数の比率を計算することができる o すなわち、各疲業乙おけるコンピュ

タの普及由騒が次のような式を用いて求められる。

Yti口 Pti/Ki

ここで、 Yti=t年度における i産業の現実の事長及率 ;PU=t 

の累積導入企業数;Ki=i産業のサンプノレ数、である。

(1) 

における i

このよう iこして算出した各産業におけるコンピュータを導入Lた企業の審IJ合を時

罷に関してプロットすれば、間 2の実譲で表されるグラフが得られる o

関2から、次のことが指摘で、きる。すなわち、ここで翠り上げた12農業におiする

コンビュータの普及形態辻いずれも正の機きをもったS字裂の曲鰻で近似できる

ことである。なぜなら、ここで取り上げた12産業においては、 1960年代半ばi
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年度

1959 

1960 

1鈴1

1962 

1963 

1 2 

0.000 

1964 0.000 0.000 

1965 1.000 0.000 

3 

表 1 導入者数の年変化率

4 5 

0.000 

0.000 2.000 

0.000 0.000 

6 7 s 9 10 11 12 

0.000 

O. 500 2. 000 O. 000 -1. 000 

3.000心.667 O. 000 1. 000 

0.000 

0‘000 

0.000 

0.000 

0.000 

4. 000 

-0.600 

1966 -0. 500 O. 000 5. 000 4. 000 1. 000 O. 000 7. 000 4. 000 1. 000 2. 0む号制な 500

1967 7. 000 2.000 仏500 1. 400 1. 833 4. 000 4. 000 1. 750 1. 600 7. 000 2. 000 O. 000 

1968 O. 000 1. 667 0.667 O. 333 O. 529 -0. 400 0.200 O. 182 0.615 -0. 438 O. 667 O. 000 

1969 1.125 仏375 0.333“0.188 0.3喜5 3. 000 O. 208 1. 000 -0. 095 1. 222 O. 400 5. 000 

1970 O. 412 O. 636 1. 100 2.231 O. 472 -0. 333 O. 862 O. 481 1. 526 0.650 0.333 -0. 833 

1971 O. 250 O. 167 -0. 048 -0. 071 O. 132 1. 000ーな 019-0.182伊 0.063-な303 0.786 3.000 

1972 0.233勺.286 O. 350 0.359 O. 167 -0.500 O. 321 -0. 143 -:0. 133 -0. 391 O. 180 -0.750 

1事73-0. 432 O. 667叩 0.389-仏 075-Q443 -0.250 -0.300 -0.222 -0.205 0.429 -0.136 QOOO 

1974 -0. 095 -0.200 -0.455 -0. 755 -0. 359 -0.667 -仏510-0. 452 O. 41き-0.600ーな 412 0.000 

1975 -Q263 -0.900 0.333 0.000ω0.080 0.5∞…0.417 0.174心.727 O. 875 -0. 500 O. 000 

1976 0.429 0.500-0番~~m~m 1.~Qø~_Q~~~~~Q~

1977 -0. 700 1. 000 O. 167 O. 000 0.545 -0. 833 -0. 250 O. 667 O. 077 O. 571 O. 400 O. 000 

1978 O. 333 O. 167 -0. 429 0.500 -0. 353 O. 000 1. 267 L 00号 O.429 O. 000 O. 000 O. 000 

1979 -0. 125 -0. 714 O. 125 -0. 067 -0. 182 O. 000 -0. 706 O. 200 -0.650 -0. 63番号.429 0.0∞ 
1鈴0-0.429-Q500 -0.556“0.500叩 O.556 O. 000 -0. 100 O. 083 O. 000偽札 250 0.300 

1981 な750 0.000 -0.250 -0.857 0.250 0.000 -0.778 0.308 0.571 -Q333 0.154 

1982 -0.286 

1983 0.000 

1984 L 800 

1985 -0.643 

1986 -0.800. 

1987 0.000 

1988 

1き89

1. 333 

-0.571 

1. 000 

ぬ 0.833

0.000 

制1.000 O. 000 O. 500 -0. 118 -0. 909 -仏500 0.000 

1. 000 4. 000 O. 667 -0. 333 2. 000 1. 000叩 0.200

0.143叩 0.600 0‘200 -0‘100 '"1. 000 O. 000 -0. 500 

-0. 250 -0.500 O. 167“O. 889 1. 000 O. 500“0.667 

-0.333 O. 000 O. 143 仏000-1. 000 1. 000 -1. 000 

-0. 750 O. 000 -0. 500 O. 000 

0.000 

0.000 

0.000 

1. 000 

-0.833 

1. 000 

. 

主主} 建業主寄舎の内容は次の巡りである 1=鉱業・建設業;2出家業・グラス・土石製品製巡業;3ニニ食料ぷ・飲

料・華道料・たばこ製滋重軽;4 繊維・ 3交路製造主義 5=化学工業;6ニ右治・石淡伶ゴム製品製迄霊長 7=鉄
鋼・非主主念総 w 金主義霊長品製主主議長;8詔一章主主義械・精密機械製造幾;9 =雲監気機械製透業;10=輸送用機器製造主

要義 ;11=そ手うf車製法業;12=言電)J.ヌアス
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情説..'"遣問調.9輔自掃悶福間百t明・.9時3抑制緩総帥舵陥初摘輔愉輔

年度

実際健 一一日渡論儀

土石製品・グラス

-~卦a

atg'1誼 11観 2対抗材料品ぬ:i9Tt'i!i制調11蜘輔i躍 71お
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普:;
及日
塁手 u 

0.1 

鉄鋼・非鉄金属・鉄金属

..tC~“企ル

.与守門岬輯寸ーτηγ~τ

8.0 

8.8 

0.7 

菩 8.S

及 O.S

率 M

8.l ... 
弘t

理t軍 11策制禦当日揮71提出宮111詐313'穏1宮11宮市1輯It袋駅須蹴樽11"総
揖藷""抱1額損1額調St9E櫨担暗暗暗抑制即時時時1鎖調.，射線1領側1鎖調.1鍵総

年護主

実際i遺 …日現総後

機械・務密機織

a ふ.，....，...，..吟哨~門司 z …，…
盟S皆目袋詰1輔副帯119暢 19711許"1時間持時時1鵠 11.酷惜絡も帯刊朝g
m暗 1913::2-19$緑，.輔"鰐湾即時開時Hrrm1F6197・"務総10穂"... "袋駅9開

主f- J::{ 

3た際{後 …・.. 潔論{或

0.. 
8.S 

0.1 

0.6 

O人s
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1.2 

0.1 

化学

@何岬時斗...，..，戸寸ー曇 τ 「寸

8.9 

8.S 

0.1 

普日
及日
塁手 0.' 

蓮3

O.l 1 

培 19臨 i軍 1" .. 盟問11 1暫 3 1宮~I官T 1宮市:宮1閉まl'混S:明T
1?S4 19暢 19&919'宵it1972 1ぎ14197e 1978 I~ 191襟 l"3G'l l"903

年度

実際値 …一 理論髄

石油・ゴム

0.: 1ニジ
一一一円一一一i袋持理事. 19晴世間 1計;.(.19'布市'"j900措 12期総端担易関線

1庸 119<謁 19Tttm  11時 1"す す も ヲ 均 時 副 市 総 閣 総 l'蹄?開脚

年度

実際{直・…υ 環論{議

産業全体のコンピュ…タ は相対的に緩慢に進んだが、 60年代の後半からそ

及の速度は上昇し、この状況は1970年代初めごろまで続き、そ

再ぴ下がってきた。そして、 1980年代前半ごろから、各産業の普及率はそれぞれ飽

和水準に近づいたことがわかるからである。

2.3 理論的普表曲線の計灘

以上の分析から、日本の主要産業におiするコンゼュータ普及の形態を S曲練で

近畿できることがわかった。この結論の妥当4注を理論的に挨註するために、ま

コンぜニェ…タ普及め速変を議揺するために、 s蔀簸モ

嬢をシミュレ…ションしてみることにする。 S字室面壌にiまいろいろな繕識がある

汚れども、こここで誌普及現象の研究においてよく鰐いられるロジスティック出識を

使うことにする。すなわち、それ辻次の(2)式で表されるものであるぺ

IDi(t)刊 i( 1刊 -M)1 (2) 

仇とを るため、 (2)式を若干変形して、対数をとって ば、次の

式が求められる。
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表 2 普及率及びシミュレーション詩果

3 4 

L I 811 1129 909 1148 お6 649 791 806 1011 709 890 737 

<Pi ! O. 41 O. 57 0. 46 O. 58 0. 42 O. 33 0. 40 O. 41 O. 51 O. 36 O. 45 0. 37 

(216) (414) (18. 4) (26.5) (18. 7) (似のな8.6)包0.3)(誌 6)(18.5) (14. 6) C試の

R 10.98 0.99 0.98 0.99 0.98 なお な銘 0.97 O.鉛 &銘0.97 0.99 

注}

(1) 箔重!tCl)J:j:trJヲ伎は t~ふ

(2) R ~ま遂論{遣と君主;努lüまのキ自際係委主お

~3j 産業番号の内務はとためi麗ワである 1=鉱業・建設霊長;2口議選業・ :11'ラス・土石製品製遊幾;3ロロ食料品・飲

料・飼料・たばこ製主主淡;4ニニ繊維・衣服製造業;5出化学工業;6 =石油・石炭・ゴム製品製液J3長;7需鉄

鋼・非鉄宣言}潟・霊堂E器製品製造ー業;8 =一般機械・精官官機械製造業 9=電気機械製造業;10口総主器用機縫製造

業 ;ll=その他製没後;12口電力・ガスc

Ln[mi(t) / (nCmi(t)) ] =li十φit (3) 

年次デー夕立より、この式を OLS法で間 れば、絵、 Lの推定犠が計算され

るO 計葬の結果は護送2 されている。

表 2の計算結果を(2)式に代入すれば、 ける各産業の導入企業数mi(t)

が求められる。ぞ をグラフにしたものが図 2の点嬢で、示されるものであ

る。

2.4 計測結果の説明

図2で示された各産業の現実の普及形態と は極めて類似したもので

ある。理論曲線によってどの程度現実の普及曲線が説明できるかを示すために、 2

つの曲繰の相関保数を してみる。そ 2の設で示されるが、そ

いて、次のことが指檎で、きょう。すなわち、 6， 8，11番の 3つの産業の袈梁畿と

理議{重の相罷関錯;訴設立すき守 いげれども、しかしながら、すべての産業ぷおいて

理詰禽訟隷;主要実の由競をシミュレートしているといえよう。したがって、新技術の

普及第態がロジスティック曲線:ニ従うとの考え方 ここで取り上げた日

を中心とする産業におけるコンビュータの普及形態を説明するのに適当なもので

あると考えられる O さらに、各産業におけるもう一つの共通した特徴は、普及曲

線の変曲点がすべて となっていること--C'ある。

各産業におけるコンどュータの普及には次のような持違点も克られる。
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1に、各産業がコンビュータを導入し始めたスタート時点はそれぞれ異なっている

ことがわかる。 12産業の中の11産業は1960年代前半までに現れたが、 もっとも早い

のはその他製造業(1959年)で、 それ以外の大部分の産業は1962-1965年の聞に導入

し始め、 もっとも遅いのは石油、 ゴム産業の1966年である。第 2に、各産業におけ

るコンビュータの普及速度はそれぞれ異なったが、その格差が大きくないことがわ

かる。

3. 普及要因の分析

新技術普及の要因は導入者に関するものと、新技術に関するものに分けて考えら

れる場合が多い。前者に関する要因には、企業の成長、企業の規模及び経営体質な

ど、導入企業に関する要因があげられ、 それらは主として需要側要因と考えられる。

一方、後者については、新技術の進歩と価格変化の影響、新技術の収益性など、主

として供給側の要因が指摘できる。 ここで、は、 データの制約から、 主に需要側の

要因に分析を限定して普及要因の分析を行う。

以下の分析での被説明変数は表 2の φzの値、 つまり各産業のコンビュータの普

及速度の推定値である。説明変数には需要側の要因をすべて取り込んだ方が望まし

いけれども、 データの制約と被説明変数のサンプル数が限られていることから、

こでは、重要と思われる 4つの要因に関して回帰分析を行う。

われわれは仮説として次式を設定する。

φi=αoxtXtXtX4a

， E; (4) 

ここで、各変数は次の通りである。すなわち、

ヲ

、ーー

X1二各産業の賃金水準の変化である。代理変数は各産業 1人当たりの賃金水準

の対前年度の変化率である。パラメーターが正になる場合、人件費の高い産業にお

いては、 コンビュータ導入の速度が速い(導入者数の増加が速い)ことを意味し、貴

になる場合、導入速度が遅い(導入者数の増加が遅い)ことを意味する;

Xz=各産業の従業者数で、ある。代理変数は各産業の従業者数の対前年度の変化

率である。パラメーターが正になる場合、雇用数の増加幅が大きい産業においては、

コンビュータ導入の速度が速いことを意味し、負になる場合、導入速度が遅いこと

を意味する;

X3=各産業のコンビュータの導入費用である。パラメーターが亘になる場合、
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コンピュータの導入費用が大き

ことを意味し、東になる場合、

いては、コンビュータ導入の速度が速い

ことを意味する;

X4=各産業の成長率であるの代理変数は各産業の付加傭f直の対前年度の変化率

である。パラメーターが正になる場合、成長が速い産業においては、コンビュータ

導入の速度が速いことを意味し、負になる場合、導入漉度が避いことを意味する;

Ci士構乱項;

φ戸普及率の推定値(第 2節で計算された舗を使う)。

(4)式の両辺に対数をとって、次式が祷られる。

Logφず士α1LOgXl一地LOgX2-1-α'sLogX3 偽 LOgX4-1-Logao (5) 

各産業のデータ を(5)式iこ代入して、 OLS して、次のような結果が得

らnた。

Logφi = 1. 977Xl -0 . 356Xz -0 ρ94X3 + 0 .303X4十1.222

(5.54) (-4.96) (-2.27) (2.38) (36.1) 

0.905 

この結果から、各要因について次のことが指摘できる ο

変化(Xl):係数は 1%の水準で有意となった。係数が正になったこ

とは、人件費の高い産業においては、コンビュータの導入が迷いことを意味する。

ここのことは人件費の圧力の増大によって、コンビュータと人間の代替関係が強くな

ることを訴している。

(X2) :替、数辻 1%の水準で、有意となっ になったの

で、議F持者数の増加騒が大きい産業においては、コンピュータの議入速度が黒いこ

とを意味している。すなわち、人員の導入に積種的な産業法、コンピュータ

に;討議支持制ニ弛緩する績向がみられること、換言すれ託、コンゼュータ;主人爵を弐

る

患の拡大

していることである。もし資本の投入が一定であるとすれ誌、

を上昇させ、コンピュータが役裂を果たす余地を狭めること

になるであろう o これiま議舟の拡大とコンビュータ導入の拡大とは時立しがたいこ

とを皮暁しているといえよう。

て、コンビュ…タと

金の上昇率が大きい
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についてのものであり、計謝結果とし

は代替関部であるとの結論が得られた 。すなわち、

おいては、コンピュータの導入が積極的に行われて、



働力の雇用は相対的に小さくなる。賃金の上昇率が小さい産業においては、コン

ビュータの導入が相対的に遅くなって、雇用の増加は大きくなる。高度成長を経験

した各産業においては業務と情報の量の増大に伴って、大量の労働力の投入が必要

となり、賃金が大幅に上昇しつつある労働力の雇用を拡大するよりも、価格が低下

しつつあるコンビュータを導入するほうが合理的であろうと考えられる。

コンビュータ導入費用(X3) :係数は10%の水準で、有意となった。係数が負に

なったことは、コンビュータの導入費用が高い産業においては、コンビュータの導

入速度が遅いことを意味する。これは新技術の導入費用が高ければ高いほど、その

技術の導入が遅くなるという一般的な結論と一致している

産業の成長(X4) :係数は10%の水準で、有意となった。係数が正になったことは、

成長率の高い産業においては、コンビュータの導入速度が速いことを意味する。経

済の成長に伴って、業務の量が増大して、そこに発生した膨大なデータを処理し、

その情報に基づいて適切な意志決定を行わなければならないために、コンビュータ

の導入が避けられなくなってくる。そこで、コンビュータ導入の目的は生産や、業

務処理と意志決定の効率の向上、さらに生産性の向上を求めるためのものであるこ

とを意味している。

コンビュータ導入におけるこの目的及び導入速度の違いを考慮すれば、コン

ビュータ導入の効果について考察することが必要で、あろう。コンビュータ導入の効

果は生産性効果と構造効果に分けられる。生産性効果は、コンビュータの導入に

よって、導入産業(企業)の生産性向上が希望通りに達成できるかどうかの問題であ

り、構造効果はコンビュータ導入に伴って、産業構造はどのように変化したかの問

題である。導入効果の本格的分析は本稿の範囲を超えるけれども、導入効果の分析

は重要で、あり、また、本稿で取り扱った導入要因、特に従業者数の変化(X2)と産

業の成長(X4)はコンビュータ導入の結果とも考えられることを考慮して、導入効

果の問題を説明する必要があると思われる。そこで、以下では、この問題について

考えることにする。

コンビュータ導入の生産性効果は直接効果(コンビュータを直接に中間財もしく

は投資財として導入することによって生産性に与える影響のこと)、間接効果(コン

ビュータ関連製品が部品として組み込まれ、もしくは投資財として投入された産業

の製品を利用することによって生じる生産性効果)、スピルオーバー効果(コン

ビュータ普及に伴ったただ乗り現象によって生じる生産性効果)の 3つの部分に分

けて考えられる。分析はコンビュータ技術をただ資本投資の一部分とみなすか、そ
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れとも一つの薪投機としてみなすか、 によって反対の結論になるかもしれないc

窮者の研究としては Daniel(1994)があげられる。そこでは、コンどニLータ

は資本投資の一部分として取り扱われて、その投資が金資本投資のわずかの割合し

か点めないことから、 に及ぽす効果を大きく評舗できないと主議された(こ

の結論がハードウェアの場合だけでなく、ソフトウェア及び、スピノレオーバー効果を

考麗しても鰐とであると著者誌強した〉。後者の研究ぷ泣 Goto& Suzuki 

(1989)があげられる O 彼らは Grilichesによって提出され、 Jaffeによって発展さ

「技術距離J という概念を用い、エレクトロニクス関連技術を投鰐要調として

取り扱い、ぞれが全饗素生産性に与える影響を分析し、有意な計測結果を簿ている O

コンゼュータ導入の構造効果泣巌業関の遠鏡の観点から考えるものである。コン

ビュ…タの普及は 2つの/レートを通じて産業構造の変化を誘発したと考えられる。

一つは生産性上昇効果の波及ルートである。上述のようにコンピュータ導入に伴う

生設住上昇は麗業むよって異なったために、産業成長記格差が現れ、これまでの産

業構造の下では慢性にあった産業も、次第:こそのウェイトの下落を招くようになっ

てしまう o もう一つはコンゼュ…タ産業における成長の逮動効果の波及ルートであ

る。この設さえ/レートは前方設及と後方波及に分けることができる o コンピュータ産

業の成長を標設するには、関連する毘辺態謀長群の成長と調和が不可欠である(前方

波及効果)。併え江、コンビュータ関連議業に直接に中間財を供給する産業として

;之、 食料品d産業を除いたすべての艶造業、 ビス業がある o そこで、

このような産業の結合によっ しい産業分野も生まれる。調えば、光技需とエレ

クトロニクス技指との融合がオブトエレクトロニクスを生み出したように{この農

業の前方連関効果の研究は藤井・事地(1992)があげられる)。…方、コンビュータ

達技術の製品をや関財として導入することによって、すなわち、コンピュータ技?ヰ?

と議合することによって、大きな成長が達成されたり、あるいは新しい或長の核と

なる農業も存在する(後方波及効果)。例えば、コンピュータ関連技術の進震詰 NC

工作機械、ロボット産業の発震を可能にし、それらの産業の発壊を大幅に誰進し

前方、後方の設及効果は産業構造の変化をもたらすと撒測できる。

要するに、経済の或長につれて、コンビュータ導入の必要性が高まり、

るけれども、コンピュータ導入費用などの制約によって、導入のメリット

を考窓しながら導入するかどうかを企業は判断するであろう。選挙入するかどうかを

決定する場合、企業が考意する要閣にはいろいろなものが考えられるけれども、

稿の計測によれ誌、雇用者数の増加がもたらす人丹藤の上昇とコンゼュータ
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用の比較考量は導入決定のために考惑しなければならない重要な要閣の一つである

といえよう。企業はこの代替関祭にある要葉饗用を比較することによって、導入行

動を決定すると考えられる。

4. 結び

本稿の分析によって、次のことが明らか立なった。第 lに、百本の製去を業におけ

るコンピュータの普及務態誌S字翠を示した。第 2iこ、格差i立大きく会いが、普及

;立業手重によって異なった。これは導入企業自身の条件の差異によって生じた

ものと考えられるので、その条件(つまり影響要閣)令究明する必要がある o 第3に、

いくつかの普及の影響要閣について考察し、計測を行った結果、コンピュ…タの普

と特に深い関係がある要閣は人件費の変北、議用者数の変化、コンピュ…タ

入饗閤及び産業の成長があげられる。

以下のような鰐題を更に検討する必要があると思われる。第 11こ、

析における因果関捺の閉経についてである G 本稿で、はまずいくつかの要閣及びその

を想定して、そ

悶と都及の変化率との関係、を

ものはコンビュータ

保全さらに明らかにする

て回帰分析を行うことによってそれら

した。しかし、影響要悶としてここで取り

あるかもしれない。ぞれ故に、仮定された

ると患われる。第 2に、経捺要国

について考議する必要があるc 普及要箆の問題は単に経詩学グコみならず、

織、文化など、より広範な社合経詳の枠組みの中で捕らえられるべき欄商もあるた

め、経済的問果関係のみでは問離を充分に説明できない場合も考えられるから

る。第 3 ここで取り扱った緒要閣のうち、需要側擦問としてのコンピニLータ

と、供給側饗臨としてのコンビュータ投機の瀧歩及び、コンピュ…夕

鶴轄の変化といった 3つの饗践の窓量生を行うことである。そのことによって、こ

れらの薬臨とコンどュータ普友との関響、ζついて計課.lJすることが可能となるであろ

つc
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注釈

本稿作成グコ逃程で、問中康秀、新rti告ニ、植松忌官事、大谷一↑専各教授、萩原泰治助教授から大

コメントを覆いた。また、本誌レフェリーから非常に有益なコメントと効言を瑛いた。

これらの方々に厚くおネしを申し上げたい。言うまでもなく、有り得ベき誤りについて

殺の責任ヤす。

1) E.Rog官官s(1962)(立正規型樹線を使って、新技術の導入善君主~ Innov悦君主s，Early adopters， 

Early majority， Late majority， Laggards (1) 5つのクツレープに分けている。また、 Rogers

はここで、新技術の普及は予見でおない世界で引き起こされた不均衡状態に対して、異葉牲

を含む各経済主体制緩次に調整して行く逃獲であるとする。

2) M説nsfield(1969)はアメリカ(1)4つ における12

の技術の普及について研究そ行った。設は産業毎に一つの新技術そ導入した企業の割合を時

間に対してフDロットして、すべての燦業のすべての技術の普及形態は正の傾きをもった S字

型曲線に近いことを?示した;].S‘ Metcalf(1970)はL孤立ashire地方の滋緩産業における 3つ

の新技術の普及状況を分析している。彼は 2つの指様(新技術に投資した企業の比率と新技

術がもたらした生産高の比率〉をタイムシ 1)ーズとクロスセクションの 2つの方法で分析す

ることによって、 3つの新技術の普及はS曲線に従うとの結議を得た;A.A. Romeo (1975) 

は1950-1970年のアメ 1).カグ)10産業における NC機器の普及を取り上げた。彼は Mansfield

の手法に従って、その技術の普及が多産業において 3鈎線に従うと主張した ;s‘W‘Davies

(197引は戦後イギ 1)ス13滋業における22の新技術の普及を検討した。彼は Mansfieldよりも

簡潔な理論的アプロ…チを使って、相対的に単純な新技術{グループA)とより後維で費用が

さい新技術(グループB)とに分けて分析した。彼は後者のグループに比べて、読者のほう

が新技術の普及は速いと主張している;このほかに、芯 Norriesと]. Vaizzey (1973)， Z. 

Grilich出(l957)などの研究があげられる。

3) ロジスティック曲線は新技術普及に関するデータを表す唯…の関数ではないかもしれない。

{例えば、正規分布の累積曲線もその普及過程を描くことができるはず"なある。 ロジスティッ

ク曲線と正規分布の累積曲線は共に S学前線であるけれども、両者の分布関数は異なつでい

1 (x 
る。すなわち、標準正規分布の累積分布関数は G1(X) = ;;.... I e γduになり、ロジステ

ィック分布の黙積分布関数は G乏な)=)十日xp( 間人(3)~-1 になり、爵殺の差 G2 (x) -G1 

(X)が存在し、その差は X=0.7のところで最大値(0.0228)をとり、ロジスティック分布は標

より長い械を持っている Oohnson& Kotz(1970)を参照〉。ただし、両者はこの

ようなさを爽があっても、ロジスティック分布は筏度関数抗を親分布と類似していることに注

意すべ冬である。この類似性があるからこそ、録の確擦を問題にするのでなければ向者から

得られる結果に浸論上で大きな表はないといえよう。ロジスティック分布は分布関数及ぴ分

さき受すことができる警察の利点から数学的には取り扱いが考察差きであり、
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データの回帰分析において、車線分布を代替する分析としてよく用いられる。

4) 1号70年代以降、一部分の研究者がS曲線モデルにはいくつかの理由から不適切な点がある

と指摘した。第 1に、そのこをデルではただ新技術に対する積極性だけに関心が持たれ、新技

術を利用するときの合理性や収採性が利用者によって異なる面が考えられていない。第 2に、

そのモデルでは、新技術の潜夜導入著者の数と新技術そのものの変化を考えていない。第 3に、

そのモデルでは、新技術を導入する食業つまり需要側での導入逸程しか考えていない。しか

し、導入の進展過程は需婆者と供給著者のいずれにとっても適用可能である。しかしながら、

新たなモデルは理論研究の段階に止まっていて、実証研究によって証明されたわけではない。

従って、モデ、lvの現実性の磁では問題があるといわざるを得ない。代表約な研究は P.David

(1975)、S.W.Daviξs(197的、J.S.M母tcalf(1号81)などがあげられる。

れ ここの計溺対象になるコンビよみータは本体内部語法容量が2000ピット以上のものである。

具体的な主主別豆分は次の通りである{ただし、{爽)は買い取り倒格、 (R)は毎月のレンタル

備格の略号である)。①超大型:(貿)9億円以上、 (R)2000万円以上;(島大型:(策)2億 6

千万円 9億円、(R)600万円…2500万阿;(島中型:(買)1億一 3億 5千万円、 (R)222万

円-800万円;④小型:(民)4000万円… 1億円、 (R)88万円 200万円;(寄超小製:(緊)1000 

万円未満、 (R)10万円-20万円、である。以上の分類はJECC基準により、若干修正された

ものである。

6) 印式は次のように導出される。

ムffii=λ{忍i-mi(t))ム士

ま丈のI:tで、 ni=i産業の企業数 :miω口 i長造業の t待点でコンピι ータを?でに導入した

;ムmi=i産業のムE時点での導入会業数 :λ=t時点での導入率である o

上の式は次のような徴分形式で表すこどもできる o

dmi=λ(Ui-mi(t) )dt 

、険、脚"、、、棚、輔、刷、

λmi(t) =φ(mi(t)!Ui) 

この徴分方程式の解は(2)式になる。

7) (2)式におけるしは最初の導入年度と関迭しているc ふはコンビュータがもたら

どによって決定される変数として、議線の上昇するときの勾配を決定する

ものマある 3 そのため、 φzは普及率定数(つまり喜多及速度)と考えられている。異なつ

のもとに求められた ψの値をそれぞ、札比較すると、産業関の普及速度の遠いが分かる。

8 ) …般的lこ、ロジスティック曲線は正規分布曲線合近似したものと考えられる。本稿での口

ジスティック曲線のシミュレーション効果については、この理論曲線と実際の曲線の相関係、

ることができる。 しかしなカさら、

カをより るために、そ

よって得られた理論曲線の説明

かどうかについての検窓会行う
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る。ここで、正規性に関するパラメトリック検定を用いる。すなわち、尖度

弘二|会長会;)/(4iGfjzM r 1 T _ 1 T _ i 3i2 

ント)と歪度(y，口 lふヱ己:I ~};込: I μl  Tt;;"， -t J 'Tt=l -t) 

3次モーメント)が工正規分布のそれから議離していることに対する検定に基礎をおいて、そ

して Bぽ丘&Jarqu (1982，1鉛7)による正規性に対する次の検定をつくることがで祭る:

T ..T， ，̂21 
BJ= L 6" y ~十五{れ 3)}誤差項内規分布 という簿祭仮説の下で、これは X~2)~こ

従う。 り扱った12産業に対守る計測結果は次の通りである :BJ(鉱業・

3.37、別(ニ仁石.Jゲラス)ニ2.74、BJ(*産・食品)=3.1号、 BJ(紙，繊維・パルプ)=3.10、BJ(鉄

鋼・金属)=4.39、BJ(機縁)口3.87、BJ(化学)=4.58、BJ(石油・ブム)=0.88、B討議気機

械)=4.5号、 BJ(輸送機械)ヱコ之37、BJ(その他製造}ヱ=2.97、BJ(;ゲス・電力)=0.80。鋭部俊が

20-30の場合、有意水準が 5%の臨界fuをは3.26-3‘17になる。本稿で取り扱った12産業の中

で、鉄鋼‘霊堂属、機械、化学、電気機器の 4つの躍進業の BH践は態界値より大きいので、正

規性の仮説が棄却されたが、他の 8つの産業の BJft査は臨界値より小さくなったので、iE幾

性が説明される。 て、ロジスティック曲線を用いてもそれほど問緩はないと考えられる。

9 ) 事事2主要因に関する研究については注却の文献を参照。

10) (5)式;こ使われた 4つの指擦は次のように作成したおコンビュータ導入費用のデータは返還義

省の「わが閣の情報処濃の現状J (昭和47年度版)におけるテ、、ータを、日本経務経営研究所の

rComput日rReportJの関年度のデータを参照して調整したものである。ここでデータの制

約でl年度のデータ Lか使っていないので、コンビュータ性能の変化委?考慮していない。た

だし、他の指撲との時間的援会牲を考えて、日本銀行の「物価指数年報J が公道援した指数

(部門別投入・直撃出指数の官章子・通信機器の指数を1970年務準にしたもの)を用いてデフレ…卜

している。ここでの導入費用は器機械設稿費 :CPU、周辺装畿、慰辺記憶装置、オンライ

レンタノレ料、あるいは壌却費(保険務会合む);争消耗品など:力一ド、紙テー

プ望号、磁気テープ空襲、プリント用紙費、言案カ・冷暖房焚;告人件費:パンチャ一、オペレ

タ…、プログラマ、システムズ，エンジニアの平均給与;(吾外注望号委託計算襲、鐙子し費・検

プログラム購入索、その他;窃その他:通信混線使用料、

テープ輸送望者、その他逮絡事雪など、の壌尽の年客員の合計額であるc 他の 3つの指標のデ…タ

は「工業統計表」若手年度絞より算出した(賃金水準の変化は1969-70年のデータを使煎し、従

業者数の変化は笈の成長の年皮を遂げるために、 1962明日年のデータを{愛用し、

は1969-70年のデータを使用した。ただし、各年度に対しては 3 して用

いる}。賃金水準は労働守護「毎月勤労統計要覧」の滋業別賃金指数(1970年基準)、産業成長

の付加儀後は「富民経済計算J の器内総生産デフレータ(1970年法準〉を利用して、実震イヒし

たf産主?使って賃金の変化率と成長室較を算出し

11) コンビュータと人間の関係は代替関係であるか、それとも補完関係であるかについては、

によって、結論が会く違うかもしれない。コンビュータの導入によって生じる護

沼効果は量的変化と主主的変化に分けられる。前者はコンビュータ導入の増加につれて、藤周
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者数の増加幅の変化のことであるc この変化はさらにコンビ斗ータ導入者内部で生とた雇用

議の変化(直接量的雇用効果)とコンビ斗ータ導入翁と淑引関係がある関連産業(企業)で生じ

た庭用嚢の変化{霞接量的雇用効果)に分けられる。後翁はコンビュータ導入の増加につれて

おこる麗煎構造の変化のことである。この変化もさらにコンビニLータ導入者内部で生乙た蓬

潟構造の変化{夜接雇用構造効果}とコンビニ丸一タ導入穏と取引関係がある翼連産業〈企業〉で、

生じた蔑用構造の変化{間接雇用構造効果)に分けられる。結論は研究者の立場〈導入企業自

選きに緊急る視点か、それとも経済全体のマグロ によるのであるが、コンビュータ

と雇用変化の関係を全衛的に把援しようと守るなら、少なくとも以上の 4つの効

来 しなければならないといえよう o ついて、 Osteロn在n(1986)の

って、そこでコンピュータの導入がホワイトカラ…にまえの影響を与えるとの計測結

ぞれ以外に、 Dunkerl邑3仁羽(1996)などがあげられる。間接量的雇用効果につい

としては Leontief& duchin (1985)があげられる。彼らはオフィスオート

メ…シ到ン技術が労働生産性の急速な上昇と同時に市場の地理的、規模的拡大をもたらし、

藤用創出効果を持つことを明らかにしている。 Osterman(1986)がコンビ斗ータ導入のラグ

して、ホワイトカラーの雇用量に対する間接効巣を針測して、iEの符号を得たが、有

望訟ではない。庭用構造の変化については青木前(1990)と潟水彩(1的2)などがあげられる a 彼

らはオフィスオートメーションの進展により、

さらに技術労働と直接労働の再編成、

した。設ヰ広務発銀行(19号6)の研究によると、アメ 1):IJ 

なってき ワイトカラーに厳し

カラー安本乙もに殺しい獲沼環境も予想される。

しいタイブの労働

いて記述約分析の視点か

てから活発に

もたらし、白木ではホワイト

一方、殺々は労働集約度、資本集約変とコンビュータ導入の変イヒとの関係について時系列

計測は日産業{窯業、食料品、繊維、化学、石油・石炭製品、鉄鋼・非鉄金

蔵・念競製品、一般機械、意気機械、輸送用機器、その他製造業)について行われ、築業以外

いで有意な結果が得られた。すなわち、労働集約皮の低下とコンビュー

との問には正の関係があり、 10産業すべてにおいて、

コンビニLータの議事及も上昇することがわかった。この結果はコンビニL…タは労働と代替関係

になるという考えさ?支持すると同時に、資本と補完関係になることも意味している。コン

ビュータ関連の技術と資本の檎完関係、についての文献として、例えば、 Daηi巴的4)、

藤忠実(1992)があげられる。 コンビュータに対する投資 として、

コンビヰータ を行った。後者は NC→ FMS→ CIMの進撲に符っ

じて、 CI詞の導入によって、企業は大穏な省カ化〈人減らし)に

成功していると問時に、機械の稼働率も大憶に上昇したという事実を鳴らかにしている。

12) Mansfield(196訟は新技術の投資額が大きいほど、資金の罵違が間難になって、リスクも

大きくなるので、その技術の害事及率は小さくなる傾向があることを検証したの水穏のこ3ン

ビュータ普及遂と いての結論はそれと一致している。ただし、データの

告!J釣で本稿のコンビニL…タ タだけを使った。結論の偶然性を避ける
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ために、我々は(5)式の検証対象設業から更にデータが揃う?っの農業{繊維、化学、石油石

炭製品、鉄鋼業、電気麟械、輸送用機械、電力・ 3ゲス産業〉を選んで、 1971-88年の間の各年

のコンビュータ導入者数と導入費用の関係について、時系列分析を行った。電気機械産業

(10%の水準で句有意〉以外に有意な結果が得られなかったが、すべての産業の係数は負になっ

た。すなわち、コンビュータ導入費用が大きいほど、導入者数の増加が遅くなるというクロ

ス々クシ吉ンの測定結果合支持する結論かオ尋られた。事ま念i全が低い稜出は企業がコンビュー

タを導入ナる際、導入事費用よりもまず必要性会優先ナるためと考えられる。 (5)式のクロスセ

クシ罰ンの結果において導入費用の係数の健とその有意性が最も缶いのは同じ理由て?あろう

と考えられる。
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